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全国健康保険協会第三期特定健康診査等実施計画【概要】 

 

序 章 特定健康診査及び特定保健指導の実施について（健康保険：P2、船員保険 P3） 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号。以下「高確法」という。）

第 19 条に基づき、平成 30 年度から平成 35 年度までの間の特定健康診査等実施計画

を定め、本部と支部が連携し協会けんぽの行動計画である保険者機能強化アクション

プランのもと特定健康診査及び特定保健指導を取り組む旨を記載しています。 

≪特定健康診査等実施計画について≫ 

高確法において、厚生労働大臣は特定健康診査等基本指針（以下「基本指針」

という。）を定め、保険者は六年を一期として特定健康診査等実施計画（以下「実

施計画」という。）を定めることとされています。（第 18 条、第 19 条） 

➢第三期：平成 30 年度～平成 35 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 実施率目標及び対象者数について（健康保険：P2、船員保険 P3） 

厚生労働大臣が定めた基本指針で示された平成 35 年度の協会けんぽの実施率目標

（特定健康診査 65％、特定保健指導 35％）及び船員保険の実施率目標（特定健康診

査 65％、特定保健指導 30％）を達成するよう、各年度の実施率目標を設定し、その

考え方などを記載しています。 

 

 

【健康保険】 

 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

特定健診 対象者数 18,810 千人 18,720 千人 18,630 千人 18,520 千人 18,410 千人 18,300 千人 

実施者数  9,540 千人 10,010 千人 10,480 千人 10,950 千人 11,420 千人 11,890 千人 

実施率 50.7％ 53.5％ 56.3％ 59.1％ 62.0％ 65.0％ 

特定保健指導 対象者数 1,779 千人 1,865 千人 1,951 千人 2,038 千人 2,124 千人 2,210 千人 

実施者数   258 千人   314 千人   401 千人   491 千人   615 千人   773 千人 

実施率 14.5％ 16.8％ 20.6％ 24.1％ 29.0％ 35.0％ 

   特定健診：毎年度、特定健康診査実施者数を一定数以上着実に増加させることにより、基本指針で示された目

標値である平成 35 年度の特定健康診査受診率 65％を達成する目標を設定している。 

特定保健指導：第三期特定健康診査等実施期間中における特定保健指導の運用の見直しを踏まえ、毎年度、特

定保健指導実施者数を前年度の増加数以上着実に増加させることにより、基本指針で示された目標

値である平成 35 年度の特定保健指導実施率 35％を達成する目標を設定している。 

30 年度事業計画 
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【船員保険】 

 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

特定健診 対象者数 62,718 人 61,535 人 60,275 人 58,971 人 57,701 人 56,396 人 

実施者数 31,261 人 32,573 人 33,780 人 34,887 人 35,938 人 36,538 人 

実施率 50％ 53％ 56％ 59％ 62％ 65％ 

特定保健指導 対象者数 10,353 人 10,554 人 10,836 人 11,090 人 11,334 人 11,367 人 

実施者数  1,833 人  2,077 人  2,347 人  2,725 人  3,116 人  3,455 人 

実施率 18％ 20％ 22％ 25％ 27％ 30％ 

 

第 2 章 実施方法について（健康保険：P4、船員保険 P5） 

（1）特定健康診査等の実施場所、実施項目、実施時期または期間等に関すること 

（2）特定健康診査等の外部委託契約形態及び外部委託先の選定の考え方 

（3）特定健康診査等の周知方法や案内の方法 

（4）事業者健診データを受領する方法に関すること 

（5）受診券（セット券）及び利用券等の交付時期や発見方法等に関すること 

（6）標準的な関係スケジュールについて 

等、具体的な実施方法について記載しています。 

 

第 3 章 個人情報の保護について（健康保険：P13、船員保険 P12） 

  記録の保存方法、管理体制等について、「全国健康保険協会個人情報管理規程」及

び「全国健康保険協会情報セキュリティ規程（情報セキュリティポリシー）」等に基

づき、適切な管理を行う旨を記載しています。 

 

第 4 章 特定健康診査等実施計画の公表・周知について（健康保険：P14、船員保険 P13） 

全国健康保険協会のホームページにて実施計画を掲載するとともに、特定健康診査

等の普及啓発に関する広報等については、協会けんぽ独自の取組だけではなく、保険

者協議会等において、他保険者や地方自治体等との共同による普及活動の実施、メデ

ィアや各種イベントの活用など幅広く行う旨を記載しています。 

 

第 5 章 特定健康診査等実施計画の評価・見直しについて（健康保険：P14、船員保険 P13） 

毎年度目標達成状況等を評価し、平成 32 年度において、それまでの実績や取組状

況を勘案し、必要に応じて、平成 33 年度以降の実施計画の見直しを行う旨を記載し

ています。 
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全国健康保険協会第三期特定健康診査等実施計画 

 

 

序 章 特定健康診査及び特定保健指導の実施について 

平成 14 年の医療制度改革における議論を出発点として、平成 18 年の医療制度改革において、主に中

小企業で働くサラリーマンとその家族を加入者とする政府管掌健康保険については、自主自律の運営や

加入者・事業主の意見反映、都道府県単位の運営等を行う新たな保険者を創るというコンセプトのもと、

平成 20 年 10 月に全国健康保険協会（以下「協会けんぽ」という。）を設立し、その業務を引き継ぐこ

とが決定されました。 

協会けんぽは国から切り離された非公務員型の公法人であり、その運営も全国一律の仕組みから 47

都道府県に支部を設置した上で、都道府県単位を基本とした財政運営に切り替え、地域の実情を踏まえ

た事業展開を図っています。 

同時に、こうした組織の見直しも契機に、民間の利点やノウハウを積極的に取り入れ、業務の効率化

やサービス水準の向上にも取り組んできました。 

これまで本部と支部が一体となって取組を進めてきた結果、特定健康診査及び特定保健指導について

は、協会けんぽは単一型の健保組合等と異なり、保険者と事業主・加入者との直接のつながりがない中

で、事業主との連携や集団健診などの実施に積極的に取り組み、設立以降概ね実施率は上昇しています。 

しかしながら、特定健康診査の実施率については、平成 28 年度で 47.1％と、依然として目標値であ

る 65％に達していません。また、特定保健指導の実施率については、12.9％と第 2期特定健康診査等実

施計画における目標値である 9.4％には達したものの、国が示す保険者ごとの目標値である 30％には達

していません。 

協会けんぽにおいては、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号。以下「法」とい

う。）第 19条に基づき平成 30年度から平成 35 年度までの間の特定健康診査等実施計画を定め、本部と

支部が連携し協会けんぽの行動計画である保険者機能強化アクションプランのもと特定健康診査及び

特定保健指導の取り組みを進めていきます。 

 

 

第 1章 実施率目標及び対象者数について 

1. 特定健康診査等の実施率目標と対象者数 

厚生労働大臣が定めた法 18 条に基づく特定健康診査等基本指針（以下「基本指針」という。）の平

成 35年度の協会けんぽの実施率目標は、特定健康診査 65％、特定保健指導 35％とされており、平成

28 年度までの実績（特定健康診査 47.1％、特定保健指導 12.9％）から見て依然として高い目標とな

っています。 

  特定健康診査等の実施率目標については、基本指針に基づき保険者の区分に応じて掲げられた値を

踏まえ設定することとされています。そのため、これまで培ってきた取り組みを更に実践することで

基本指針に示された目標値を達成しうると判断し、基本指針で示された値を協会けんぽの目標値とし

て設定することとしました。 
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（１）特定健康診査の実施率目標と対象者数 

   毎年度、特定健康診査実施者数を一定数以上着実に増加させることにより、基本指針で示され

た目標値である平成 35 年度の特定健康診査実施率 65％を達成する目標を設定しています。 

区 分 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

被
保
険
者 

対象者数 14,630,000人 14,560,000人 14,490,000人 14,400,000人 14,310,000人 14,220,000人 

実 施 率 

実施者数 

57.8％ 

8,460,000 人 

60.9％ 

8,860,000 人 

63.9% 

9,260,000 人 

67.1% 

9,660,000 人 

70.3% 

10,060,000人 

73.6% 

10,460,000人 

 生活習慣病

予防健診 

50.9% 

7,440,000 人 

53.4% 

7,770,000 人 

55.9% 

8,100,000 人 

58.5% 

8,430,000 人 

61.2% 

8,760,000 人 

63.9% 

9,090,000 人 

 
事業者 

健診 

7.0% 

1,020,000 人 

7.5％ 

1,090,000 人 

8.0％ 

1,160,000 人 

8.5％ 

1,230,000 人 

9.1％ 

1,300,000 人 

9.6％ 

1,370,000 人 

被
扶
養
者 

対象者数 4,180,000 人 4,160,000 人 4,140,000 人 4,120,000 人 4,100,000 人 4,080,000 人 

実 施 率 

実施者数 

25.8% 

1,080,000 人 

27.6% 

1,150,000 人 

29.5% 

1,220,000 人 

31.3% 

1,290,000 人 

33.2% 

1,360,000 人 

35.0% 

1,430,000 人 

合

計 

対象者数 18,810,000人 18,720,000人 18,630,000人 18,520,000人 18,410,000人 18,300,000人 

実 施 率 

実施者数 

50.7% 

9,540,000 人 

53.5% 

10,010,000人 

56.3% 

10,480,000人 

59.1% 

10,950,000人 

62.0% 

11,420,000人 

65.0% 

11,890,000 人 

 

（２）特定保健指導の実施率目標と対象者数 

第三期特定健康診査等実施計画期間中における特定保健指導の運用の見直しを踏まえ、毎年度、

特定保健指導実施者数を前年度の増加数以上着実に増加させることにより、基本指針で示された目

標値である平成 35年度の特定保健指導実施率 35％を達成する目標を設定しています。 

区 分 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

被

保 

険

者 

対象者数 1,688,000 人 1,769,000 人 1,849,000 人 1,930,000 人 2,011,000 人 2,091,000 人 

実 施 率 

実施者数 

15.0% 

253,000 人 

17.4％ 

308,000 人 

21.3％ 

394,000 人 

25.0% 

482,000 人 

30.1％ 

605,000 人 

36.4％ 

761,000 人 

被

扶

養

者 

対象者数 91,000 人 96,000 人 102,000 人 108,000 人 113,000 人 119,000 人 

実 施 率 

実施者数 

5.0％ 

5,000 人 

6.0％ 

6,000 人 

7.0％ 

7,000 人 

8.0％ 

9,000 人 

9.0％ 

10,000 人 

10.0％ 

12,000 人 

合

計 

対象者数 1,779,000 人 1,865,000 人 1,951,000 人 2,038,000 人 2,124,000 人 2,210,000 人 

実 施 率 

実施者数 

14.5％ 

258,000 人 

16.8％ 

314,000 人 

20.6％ 

401,000 人 

24.1％ 

491,000 人 

29.0％ 

615,000 人 

35.0％ 

773,000 人 

・対象者数は年度末現在の見込み数値である。 

・実施者数については費用請求ベースであり、年度内の喪失者等も含まれているため国が集計する

実施者数とは相違する。 

・特定保健指導は各年度内に実績評価まで終えた者の数値である。 
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第 2章 実施方法について 

1. 基本事項について 

（１）実施場所 

①特定健康診査 

ア. 被保険者 

生活習慣病予防健診は、個別契約を締結した健診実施機関において実施します。生活習慣

病予防健診は、健診実施機関の施設で行う場合のほか、公共施設や事業所等への巡回健診も

実施しています。 

協会けんぽの被保険者は、協会けんぽが契約した健診実施機関であれば全国どこでも受診

が可能です。 

イ. 被扶養者 

𝑎) 集合契約を締結した健診実施機関において実施します。 

𝑏) 市町村が実施している集団健診で受診できる地域もあります。 

𝑐) 協会けんぽが個別に契約した健診実施機関においても実施しており、健診実施機関の施

設で行う場合のほか、公共施設等を活用した巡回健診も実施しています。 

上記のほか、市町村との協定・連携に基づく市町村のがん検診との同時実施や、オプシ

ョナル健診などの付加価値を活用した協会主催の集団健診を提案するなどの、加入者の特

性やニーズに対応した取り組みを進めています。協定を締結していない市町村についても、

直接、集団健診等への協力依頼を行うほか、各都道府県に設置されている保険者協議会を

通じて協力依頼を行っています。 

協会けんぽの被扶養者は、受診時に特定健康診査受診券（セット券）※（以下「受診券

（セット券）」という。）、健康保険被保険者証を健診実施機関等の窓口に提示することで、

協会けんぽが契約した健診実施機関であれば全国どこでも受診が可能です。 

※特定健康診査受診券と特定保健指導利用券を兼ねたもの。健診結果から特定保健指導対象者

となった場合、健診当日に特定保健指導を受けることができる。ただし、「健診当日の特定保

健指導」を実施する健診実施機関に限る。 

 

②特定保健指導 

ア. 被保険者 

𝑎) 特定保健指導対象者を有する事業所に、協会けんぽの保健師、管理栄養士（以下「保健

師等」という。）又は協会けんぽ支部が直接契約を行った特定保健指導実施機関の保健師等

を派遣し、事業主の協力を得て、事業所内で個別相談を主とした初回面談を実施します。 

𝑏) 地域の公民館など特定保健指導対象者が利用しやすい場所で、協会けんぽ又は特定保健

指導実施機関の保健師等が初回面談を実施します。 

𝑐) 生活習慣病予防健診の契約機関又は事業者健診の実施機関が特定保健指導実施機関を兼

ねている場合は、当該健診機関で初回面談を実施します。 

𝑑) 事業主が産業医や保健師等を雇用して保健指導を行っている場合は、特定保健指導と事

業主が実施する保健指導を併せて一体的に行う事が合理的であるため、事業主に特定保健

指導を委託して実施します。 
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イ. 被扶養者 

集合契約又は個別契約を締結した特定保健指導実施機関において実施します。また、公共

施設等を利用する場合もあります。 

協会けんぽの被扶養者は、特定保健指導利用券（以下「利用券」という。）、健康保険被保

険者証を保健指導実施機関等の窓口に提示することで、協会けんぽが契約した保健指導実施

機関であれば全国どこでも利用が可能です。なお、「健診当日の特定保健指導」を実施する健

診実施機関で健診を受診する場合は、利用券ではなく、受診券（セット券）により、健診当

日に特定保健指導の利用が可能です。 

 

（２）実施項目 

①特定健康診査 

ア. 被保険者 

40 歳以上 74 歳までの特定健康診査の実施が義務づけられている被保険者に対し、特定健

康診査の法定検査項目を含んだ生活習慣病予防健診（一般健診）を実施します。 

生活習慣病予防健診では、がんの発生原因が喫煙習慣などの不摂生な生活習慣の積み重ね

や生活習慣病に起因することがあること、また、医療保険者に対して、国からがん対策や肝

炎対策等において協力を求められていることから、被保険者に対し以下の検査も実施してい

ます。 

𝑎) 胃部・胸部レントゲン検査、大腸がん検査 

𝑏) 乳がん・子宮頸がん検査 

𝑐) 肝炎ウイルス検査  

イ. 被扶養者 

特定健康診査の法定検査項目のみ実施します。 

ウ. 情報提供 

𝑎) 被保険者 

全ての健診受診者に対し、健診実施機関が「要治療」「要精密検査」等の指導区分を含む

通知表及び「健診結果の見方」等の情報を提供します。 

𝑏) 被扶養者 

全ての健診受診者に対し健診実施機関が「健診結果の見方」等の情報を提供します。 

 

②特定保健指導 

特定健康診査の結果に基づき、腹囲又は BMI と追加リスク項目（空腹時血糖値、中性脂肪値、血

圧値）の保有状況により、特定保健指導が必要な「積極的支援レベル」「動機付け支援レベル」に

区分します（以下「階層化」という。）。 
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＜階層化の判定方法＞ 

腹囲 

追加リスク 特定保健指導の区分 

①血糖②脂質③血圧 ④喫煙歴 40～64 歳 65～74 歳 

男性 85 ㎝以上 

女性 90 ㎝以上 

2 項目以上該当  
積極的支援 

動機付け支援 
1 項目該当 

あり 

なし  

上記以外で、 

BMI 25 以上 

3 項目該当  
積極的支援 

動機付け支援 2 項目該当 
あり 

なし 
 

1 項目該当  

※追加リスク項目 

①空腹時血糖 100 ㎎/dl 以上（空腹時血糖を測定しない場合は、HbA1c5.6％以上。 

空腹時以外で HbA1c を測定していない場合は、 

随時血糖（食直後 3.5 時間経過後）100 ㎎/dl 以上） 

②中性脂肪  150 ㎎/dl 以上または HDL コレステロール 40 ㎎/dl 未満 

③血圧    収縮期血圧 130 ㎜ Hg 以上または拡張期血圧 85 ㎜ Hg 以上 

④喫煙歴   ①～③のリスク項目がある場合に、1 項目として追加 

 

ア. 被保険者 

生活習慣病予防健診または事業者健診の健診結果に基づく支援レベルごとに以下の方法に

より特定保健指導を実施します。 

𝑎) 動機付け支援 

保健師等による初回面談（20 分以上）（グループ支援の場合はおおむね 80 分以上）を

実施し、行動目標を立てます。3 ヶ月以上経過後に電話等により、行動目標の取り組み状

況、生活習慣の改善状況、腹囲及び体重、血圧の変化などにより評価を行います。 

𝑏) 積極的支援 

動機付け支援と同様に初回面談を行った後に、保健師等の電話やメール等による 3 ヶ月

以上の継続的支援を実施し、3 ヶ月以上経過後に動機付け支援と同様に実績評価を行いま

す。なお、継続的支援は、電話やメールを中心とした支援方法を基本とします。 

𝑐) その他支援 

協会けんぽの保健師等により、生活習慣病予防健診の結果から支援が必要な者（指導区

分（「2」及び「3」）に該当する者、要治療・要精密検査区分（「4」及び「5」）に該当する

が受診していない者※）に対して実施します。 

 

※生活習慣病予防健診指導区分 

 

  

 

 

 

指導区分 健診結果 

１ この検査の範囲では、異常がないもの 

２ わずかに基準範囲を外れているが、日常生活に差し支えないもの 

３ 日常生活に注意を要し、経過の観察を要するもの 

４ 治療を要するもの 

５ 精密検査を要するもの 
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イ. 被扶養者 

特定健康診査結果に基づき、被保険者と同様に支援レベルごとの特定保健指導を実施しま

す。ただし、特定健康診査のみの健診結果となるため、上記 c）の「その他支援」は実施し

ません。 

 

（３）実施時期又は期間 

①特定健康診査 

ア. 被保険者 

年間を通じ、生活習慣病予防健診の申込受付を行い、年度内であれば被保険者 1 人につき

年 1 回の健診を実施します。 

イ. 被扶養者 

年間を通じ、被扶養者 1 人につき年度 1 回の健診を実施します。 

なお、市町村が実施する集団健診での受診については、市町村によって実施時期が異なる

ことから、市町村等と十分な事前調整を行い実施します。また、協会けんぽが独自に契約し

た健診実施機関による集団健診については、地域の実情を踏まえて会場や期間を定め実施し

ます。 

 

②特定保健指導 

ア. 被保険者 

年間を通じ、実施します。 

なお、実績評価や継続的支援が年度を跨ぐ場合は、年度末で保健指導を終了せず、実績の

評価時まで継続して実施します。また、初回面談が健診実施年度の翌年度になる場合も特定

保健指導を実施します。 

イ. 被扶養者 

年間を通じ、実施します。 

なお、利用券面の有効期限内に初回面談を実施した場合で、実績評価や継続的支援が年度

を跨ぐ場合は、年度末で保健指導を終了せず、実績評価時まで継続して実施します。 

 

（４）外部委託契約形態 

①特定健康診査 

ア. 被保険者 

協会けんぽ支部において生活習慣病予防健診の受託契約を希望する健診実施機関が実施基

準を満たしているか確認の上、個別契約を締結します。 

イ. 被扶養者 

𝑎) 協会けんぽ本部が特定健康診査実施機関（国が定める実施基準を満たしている機関）

の全国団体と集合契約を締結します。 

𝑏) 協会けんぽ支部において、他保険者と共同し特定健康診査実施機関（国が定める実施基

準を満たしている機関）等と集合契約を締結します。 

𝑐) 𝑎) 及び 𝑏) のどちらも契約していない、又は集合契約の金額より安価で契約できる特
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定健康診査実施機関（国が定める実施基準を満たしている機関）等と協会けんぽ支部に

おいて個別契約を締結します。 

 

②特定保健指導 

ア. 被保険者 

協会けんぽ支部において、特定保健指導実施機関と個別契約を締結します。 

イ. 被扶養者 

𝑎) 協会けんぽ本部が特定保健指導実施機関（国が定める実施基準を満たしている機関）

の全国団体と集合契約を締結します。 

𝑏) 協会けんぽ支部において、他保険者と共同し特定保健指導実施機関（国が定める実施基

準を満たしている機関）等と集合契約を締結します。 

𝑐) 𝑎) 及び 𝑏) のどちらも契約していない、又は集合契約の金額より安価で契約できる特

定保健指導実施機関（国が定める実施基準を満たしている機関）等と単独で協会けんぽ

支部において契約を締結します。 

 

（５）外部委託の選定にあたっての考え方 

①特定健康診査 

厚生労働省告示第 92 号（平成 25 年 4 月 1 日）「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する

基準第 16 条第 1 項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」において定められている「特定健康

診査の外部委託に関する基準」を満たしている特定健康診査実施機関を選定します。 

なお、がん検診等を含めた被保険者の生活習慣病予防健診を実施する場合は「全国健康保険協会

管掌健康保険生活習慣病予防健診・肝炎ウイルス検査事業実施事務処理要領」において定める「健

診実施機関の選定基準」を満たしている健診実施機関を選定します。 

 

②特定保健指導 

厚生労働省告示第 92 号（平成 25 年 4 月 1 日）「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する

基準第 16 条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」において定められている「特定保健

指導の外部委託に関する基準」を満たしている特定保健指導実施機関を選定します。 

生活習慣病予防健診を行った日に検査結果データが出揃う場合は、健診当日に健診実施機関にお

いて初回面談を行うことができる特定保健指導実施機関と優先的に契約を進めます。 

また、健診当日に検査結果データが出揃わない場合でも初回面談を実施できることから、生活習

慣病予防健診と一体的に実施できるよう生活習慣病予防健診機関との契約を進めます。 

 

（６）周知や案内の方法 

①周知方法 

ア. 被保険者 

「生活習慣病予防健診のご案内」（以下「被保険者パンフレット」という。）等を作成し、

年度初めに事業所へ配布します。当該被保険者パンフレットにおいて、健診単価、自己負担

額及び契約健診実施機関名、特定保健指導の実施方法等を周知します。 
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イ. 被扶養者 

年度初めに「特定健康診査のご案内」（以下「被扶養者パンフレット」という。）等を作成

し、被保険者住所を活用し特定健康診査対象者へ配布します。当該被扶養者パンフレットに

おいて、協会けんぽ補助額、検査項目等を周知します。 

ウ. 共通 

ホームページへの掲載やパンフレットや各種イベント等を活用した周知等を実施します。 

 

②特定健康診査の受診案内の方法 

ア. 被保険者 

𝑎) 事業所への被保険者パンフレット等送付時に健診受診対象者名を記載したものを併せ

て送付します。 

𝑏) 未受診事業所等への訪問や電話等による案内を実施します。 

イ. 被扶養者 

𝑎) 特定健康診査対象者への被扶養者パンフレット等送付時に受診券（セット券）を併せ

て送付します。 

𝑏) 集団健診を実施する場合は、開催日時や開催場所等について記載した受診案内等を送付

します。 

𝑐) 未受診者へのダイレクトメールや電話等による案内を実施します。 

 

③受診券（セット券）の配布方法 

原則、協会けんぽが保有する被保険者住所を活用し、特定健康診査対象者へ送付します。また、

年度途中に被扶養者に認定された対象者及び受診券（セット券）を紛失等により再交付する必要が

ある対象者については、「特定健康診査受診券（セット券）申請書」により受診券（セット券）交

付申請を協会けんぽ支部に行い、申請者等へ受診券（セット券）を送付します。 

 

④特定保健指導の利用案内の方法 

ア. 被保険者 

   𝑎) 特定保健指導を実施する健診実施機関で健診を受診した場合は、健診実施機関から直接

特定保健指導対象者に特定保健指導の案内をします。なお、「健診当日の特定保健指導」を

実施する健診実施機関の場合は健診当日に、「健診当日の特定保健指導」を実施しない健診

実施機関の場合は健診結果が出揃った後で案内をします。 

𝑏) 事業所において特定保健指導を行う場合は、協会けんぽ支部又は特定保健指導実施機関

から事業主あてに特定保健指導の案内チラシと特定保健指導対象者名を記載したものを

送付し、事業主を通じて特定保健指導対象者に案内をします。 

特定保健指導対象者名の記載にあたっては、あらかじめ健診受診者全員に対し、特定保

健指導の目的、特定保健指導対象者名等の個人情報を事業主と共同利用（事業主に保健指

導対象者名等を周知）すること、また、本人の申し出により特定保健指導対象者名を記載

しないことを周知します。 

𝑐) 地域の公民館や特定保健指導機関で特定保健指導を行う場合は、特定保健指導対象者に
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直接案内をします。 

イ. 被扶養者 

 𝑎) 「健診当日の特定保健指導」を実施する健診実施機関で特定健康診査を受診した場合に

は、健診実施機関から特定保健指導対象者へ健診当日に特定保健指導の案内をします。 

𝑏) 「健診当日の特定保健指導」を実施しない健診実施機関で特定健康診査を受診した場合

には、協会けんぽ支部から特定保健指導対象者へ利用券と特定保健指導実施機関一覧を

送付します。 

𝑐) 他保険者と共同して特定保健指導を実施する場合は、開催日時や開催場所等を記載した

利用案内等を送付します。 

𝑑) 未利用者へのダイレクトメールや電話等による勧奨を実施します。 

𝑒) 協会けんぽが独自に契約した特定保健指導機関による保健指導を実施する場合は、個別

に案内を送付します。 

 

⑤利用券の配布方法 

特定健康診査受診時に被扶養者の住所情報を電子的に取得するため、特定健康診査結果に基づく

階層化により、特定保健指導対象となった被扶養者の住所地に直接利用券を送付する方法とします。

また、既に送付した利用券を紛失等により再交付する必要がある特定保健指導対象者については、

特定保健指導利用券再発行申請書により利用券再発行申請を協会けんぽ支部に行い、被扶養者本人

へ利用券を送付する方法とします。なお、健診当日に特定保健指導を利用した特定保健指導対象者

に対しては、利用券は配布しません。 

 

（７）事業者健診等のデータ収集方法 

①受領方法 

ア. 健診機関からの提供 

受領方法については、特定健康診査の健診結果を含む事業者健診結果を、事業者から個別

に提供を受けることは非効率であることから、事業者健診を実施している健診実施機関から

提供してもらい、電子化を委託する方法を基本とします。 

受領する際は、事前に健診実施機関・事業主・協会けんぽとで、受領方法、受領する対象

者等の個人情報に関する取扱について覚書（契約書）等を取り交わし、予め合意を得て受領

します。 

イ. 事業主からの提出 

受領する際は、事前に事業主と協会けんぽで、受領方法、受領する対象者等の個人情報に

関する取扱について覚書（契約書）等を取り交わし、予め合意を得て受領します。 

 

②受領するデータの形態 

提供される事業者健診結果については、事業者健診を実施した健診実施機関等からの電子媒体に

よる提供を基本とします。健診実施機関等が電子媒体に格納するデータ形式は、XML 形式か CSV 形

式とします。また、電子媒体での提供が困難な場合は、紙媒体での提供も考えられますが、提供さ

れた紙媒体については、協会けんぽにおいて適切な方法で電子化をすることとします。 
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③費用負担について 

健診実施機関等より、事業者健診結果の協会けんぽへの提供に係る経費負担を求められた場合は、

電子媒体のデータ作成料として経費を負担します。負担する経費単価等については、健診実施機関

等と覚書（契約書）を取り交わし予め合意を得て決定します。 

 

2. 集合契約について 

（１）集合契約 A 

協会けんぽ本部が全国団体である、日本人間ドック学会（日本病院会）、日本総合健診医学会、

全日本病院会、予防医学事業中央会、結核予防会、全国労働衛生団体連合会と集合契約を締結しま

す。 

 

（２）集合契約 B 

被用者保険グループと地域医師会等と被用者保険の被扶養者に対する特定健康診査等を実施す

る集合契約を締結します。なお、特定健康診査、特定保健指導を委託し、特定健康診査当日の初回

面談は委託しません。 

協会けんぽにおいては、全国 47 都道府県の支部が集合契約に参加しますが、支部が集合契約の

代表保険者となった場合は、集合契約に参加する他保険者からの委任を受けて契約を締結します。 

代表保険者とならない支部においては、代表保険者に対し委任状を提出します。 

 

3. 受診券（セット券）及び利用券について 

（１）様式 

①発券形態 

ア. 受診券（セット券） 

𝑎) 被保険者住所を活用し特定健康診査対象者へ送付する場合 

受診券（セット券）の余白（特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き

（厚生労働省保険局）に定められた様式外）部分に住所を印刷し、被扶養者用のパンフ

レット及び支部毎の受診案内を封書にて年度初めに送付します。受診時は宛名部分等を

切り取って使用します。 

𝑏) 被保険者住所不備等のため事業所経由で送付する場合 

圧着式で作成した受診券（セット券）及び被扶養者パンフレット等を年度初めに事業所

へ送付します。 

𝑐) 年度途中に被扶養者に認定された特定健康診査対象者等へ送付する場合、被扶養者等か

らの「特定健康診査受診券（セット券）申請書」に基づき、申請者等へ受診券（セット

券）及び被扶養者パンフレット等を封書にて随時送付します。 

イ. 利用券 

利用券及び特定保健指導実施機関一覧を記載した利用案内等を併せて特定保健指導対象者

住所へ送付します。 

ただし、健診当日に特定保健指導を利用した特定保健指導対象者に対しては送付しません。 
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②印字事項 

以下の項目について、券面に印字する。 

ア. 受診券（セット券） 

交付年月日、受診券整理番号、被保険者証の記号及び番号（被扶養者番号）、受診者の氏名、

性別、生年月日、有効期限、健診内容、保険者負担上限額（特定健康診査基本部分・特定健

康診査詳細部分・特定保健指導積極的支援・特定保健指導動機付け支援）、保険者所在地、保

険者電話番号、保険者番号・名称、契約取りまとめ機関名、支払代行機関番号、支払代行機

関名、公印（印影）、被扶養者住所記入欄、二次元コード（受診券・利用券）、ほか注意事項

等。 

イ. 利用券 

交付年月日、利用券整理番号、特定健康診査受診券整理番号、被保険者証の記号及び番号

（被扶養者番号）、受診者の氏名、性別、生年月日、有効期限、特定保健指導区分、保険者負

担上限額、保険者所在地、保険者電話番号、保険者番号・名称、契約取りまとめ機関名、支

払代行機関番号、支払代行機関名、公印（印影）、二次元コード、ほか注意事項等。 

 

（２）交付時期 

①受診券（セット券） 

年度初めに全ての特定健康診査対象者に交付します。また、年度途中に被扶養者に認定された特

定健康診査対象者及び既に配布した受診券（セット券）の紛失等により再交付する必要がある特定

健康診査対象者については、当該対象者からの「特定健康診査受診券（セット券）申請書」に基づ

き随時交付します。 

 

②利用券 

特定健康診査の結果に基づき随時交付します。また、利用券の紛失等により再交付する必要があ

る特定保健指導対象者については、当該対象者からの再発行申請書に基づき随時交付します。 

 

4. 代行機関について 

（１）被保険者 

被保険者の健診は生活習慣病予防健診事業として個別に契約を締結するため、代行機関は利用し

ません。また、被保険者の特定保健指導は、特定保健指導機関と個別に契約を締結するため、代行

機関は利用しません。 

 

（２）被扶養者 

集合契約への参加条件として代行機関を利用することとしているため、特定健康診査及び特定保

健指導ともに代行機関として社会保険診療報酬支払基金を利用します。 

 

5. 特定保健指導対象者の重点化について 

特定健康診査等の結果に基づく階層化後の特定保健指導（動機付け支援対象者及び積極的支援対象

者）は、限られた保険料財源の中で効果的に実施する必要があるため、年齢、健診結果等を勘案し、
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必要に応じ優先順位を考慮して利用勧奨を行い、特定保健指導を実施します。 

 

6. 標準的な関連スケジュール概要 

（１）主な年間スケジュール 

月 事  項 

４月 ・特定健康診査受診券を被保険者の住所地等に順次送付 

５月 ・前年度の健診実施状況を集計 

６月 ・前年度の保健指導実施状況を集計 

７月 ・前年度事業報告書の作成 

１１月 
・生活習慣病予防健診申込書、受診券等印刷、発送等について調達準備 

・次年度の事業計画案策定 

１月 ・次年度の生活習慣病予防健診実施要綱等策定 

 ・医師会等と特定健康診査等次年度契約内容を順次協議 

２月 ・生活習慣病予防健診、保健指導実施機関との次年度契約内容を協議 

３月 ・集合契約 AB 契約の締結 ・決済代行機関契約の締結 

 ・健診、保健指導実施機関と順次契約を締結 

 ・生活習慣病予防健診の案内を事業所に送付 

随時 ・健診、保健指導実施機関への実地調査、打合せ、担当者会議の実施 

 

（２）主な月間スケジュール 

日 事  項 

１０日 ・前々月分の特定健康診査等の費用請求（代行機関） 

２０日 ・前々月分の特定健康診査等費用の支払（代行機関） 

 ・前月分の特定健康診査結果データ等の受付（代行機関） 

月末 

随時 

 

 

・支払基金へ前月実施分に係る返戻データの作成・送付 

・特定保健指導対象者の抽出と利用券、利用案内の送付 

・生活習慣病予防健診費用の支払処理（３営業日後振込） 

・特定保健指導委託費用の支払処理（３営業日後振込） 

 

 

第 3章 個人情報の保護について 

1. 記録の保存方法等 

（１）保存方法 

被保険者及び被扶養者の健診及び保健指導実施結果データ（以下「結果データ」という。）につ

いては、実施機関等から送付された後、専用のサーバーへの取込みを実施し、データベース形式で

協会けんぽにおいて保存・管理を行います。 

上記サーバーについては、協会けんぽで賃貸契約を締結しているデータセンター内に設置します。 

 

（２）保存年限 

結果データについては 10 年分を保存対象とします。なお、10 年を経過した結果データの取扱い

については、今後検討します。 

 

2. 管理体制 

「全国健康保険協会個人情報管理規程」に基づき、協会が保有している個人情報について適切な管

理を行います。 
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3. 管理ルール 

保有する個人情報の漏えい、紛失、棄損等を防止し、適正な管理を図るため、「全国健康保険協会個

人情報管理規程」及び「全国健康保険協会情報セキュリティ規程（情報セキュリティポリシー）」にお

いて、必要な措置について定めます。 

特に、サーバーが設置されているデータセンターにおいては、万全のセキュリティ対策を施すため

に、上記規程以外にデータセンターが規定した「入退管理運用マニュアル」を遵守します。 

支部においては、データベースを参照する際には、ID パスワード、指紋認証により権限が与えられ

た職員のみ参照可能とします。また、健診、保健指導実施機関から納品された媒体については、施錠

可能な倉庫等に保管し、媒体が不要となった場合は、復元または判読が不可能な方法で媒体を廃棄し

ます。 

なお、過去分の結果データ（バックアップデータ）について外部保管する場合は、外部委託業者と

の契約書において、立地や保管庫の条件、また、運用方法等の保管条件を明文化し保管物の安全を確

保します。 

健診、保健指導実施機関等の外部委託機関においては、委託契約書において、関係法令及び個人情

報ガイドライン等を遵守し必要な個人情報保護対策を講じることを定めます。 

  

 

第 4 章 特定健康診査等実施計画の公表・周知について 

1. 公表方法 

協会けんぽのホームページに掲載し周知を図ります。 

 

2. 特定健康診査等の普及啓発  

特定健康診査等の普及啓発に関する広報等については、協会けんぽが独自にパンフレット等を作成

して配布することに加え、保険者協議会等において他保険者や地方自治体等との共同による普及活動

の実施、メディアや各種イベントの活用など幅広く行います。 

 

 

第 5 章 特定健康診査等実施計画の評価・見直しについて 

1. 目標達成状況の評価方法 

特定健康診査・特定保健指導の実施率について、前年度の特定健康診査及び特定保健指導の結果デ

ータから、支部毎の実施率について、被保険者・被扶養者別、保健指導の支援形態別等の実績評価を

行います。 

 

2. 評価時期 

（１）基本的な考え方 

毎年度の国への報告データを作成する過程において、各支部の前年度実績との比較・検証を行い

ます。 
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（２）計画の見直し 

平成 32 年度において、対象者数の推移及びそれまでの実績や取り組み状況を勘案し、必要に応

じて、平成 33年度以降の実施計画の見直しを行います。 

 

(参考) 

第二期特定健康診査の実績 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

被
保
険
者 

対象者数 12,090,320 人 12,634,937 人 13,208,323 人 13,982,967 人 

 実 施 率  

実施者数 

50.1％ 

6,052,746 人 

52.0％ 

6,566,370 人 

52.6% 

6,945,347 人 

54.8% 

7,659,720 人 

 
生活習慣病予防健診 

45.7% 

5,523,436 人 

46.7% 

5,904,639 人 

48.0% 

6,334,895 人 

48.5% 

6,786,977 人 

 事業者健診 
4.4％ 

529,310 人 

5.2% 

661,731 人 

4.6% 

610,452 人 

6.2% 

872,743 人 

被
扶
養
者 

対象者数 4,156,086 人 4,231,660 人 4,254,850 人 4,272,333 人 

実 施 率  

実施者数 

17.7% 

734,676 人 

19.3％ 

815,221 人 

21.0% 

891,856 人 

22.2% 

946,496 人 

合計 

対象者数 16,246,406 人 16,866,597 人 17,463,173 人 18,255,300 人 

実 施 率  

実施者数 

41.8% 

6,787,422 人 

43.8% 

7,381,591 人 

44.9% 

7,837,203 人 

47.1% 

8,606,216 人 

 

第二期特定保健指導の実績 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

被
保
険
者 

対象者数 1,222,394 人 1,306,708 人 1,389,839 人 1,524,467 人 

実 施 率  

実施者数 

13.8% 

169,223 人 

14.7% 

192,078 人 

13.0% 

180,347 人 

13.3% 

203,481 人 

被
扶
養
者 

対象者数 65,175 人 70,882 人 73,498 人 78,572 人 

実 施 率  

実施者数 

2.7％ 

1,756 人 

3.3% 

2,319 人 

3.5% 

2,561 人 

3.6% 

2,858 人 

合計 

対象者数 1,287,569 人 1,377,590 人 1,463,337 人 1,603,039 人 

実 施 率  

実施者数 

13.3% 

170,979 人 

14.1% 

194,397 人 

12.5% 

182,908 人 

12.9% 

206,339 人 

・対象者数は年度末現在の数値である。 

・実施者数については費用請求ベースであり、また、年度内の喪失者等も含まれているため国が集計し

た実施者数とは相違する。 

・特定保健指導は各年度内に６ケ月評価まで終えた者の数値である。 
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船員保険第三期特定健康診査等実施計画 

 

序 章 特定健康診査及び特定保健指導の実施について 

 

国民の、生涯にわたって生活の質の維持・向上のためには、糖尿病、高血圧症、脂質異常症等

の発症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置いた取組みが重要であり、喫緊の課

題となっています。これらを背景に、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80

号。以下「法」という。）に基づいて平成 20 年 4 月より、医療保険者は、被保険者及び被扶養者

に対し、糖尿病等の生活習慣に関する特定健康診査及び特定健康診査の結果により健康の保持に

努める必要がある者に対する特定保健指導を実施することが義務付けられました。 

 厚生労働省においては、法第 18 条に基づき特定健康診査等基本指針（以下「基本指針」とい

う。）を定め、特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項、特定健康診査

及び特定保健指導の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項並びに特定健康診査等

実施計画の作成に関する重要な事項を示しています。 

全国健康保険協会船員保険部においては、平成 22 年 1 月より社会保険庁から船員保険の保健

事業を継承し、「船員保険特定健康診査等実施計画」に基づき、加入者の健康の保持増進及び健

康管理意識の高揚を図るため、被保険者を対象とした生活習慣病予防健診、被扶養者を対象とし

た特定健診及び、被保険者・被扶養者の健診結果に基づいた特定保健指導を実施しています。 

本計画は、平成 25 年度から平成 29 年度を計画期間とする「第２期計画」が終了することから、

第２期の実施状況を踏まえ、更なる実施率向上に向けた取組みを進めるために、法第 19 条に基

づき平成30年度から平成35年度までの間の特定健康診査等実施計画期間における実施率目標と

計画を定めるものです。 

 

 

 

 

第１章 実施率目標及び対象者数について 

 

特定健康診査等の実施率目標と対象者数 

 厚生労働大臣が定めた「基本指針」の平成 35 年度における船員保険の目標実施率は、特定健

康診査実施率 65％、特定保健指導実施率 30％とされています。平成 30 年度から平成 35 年度ま

での各年度の目標実施率は、厚生労働省が定めた目標を６年間で達成できるよう、段階的に引き

上げていくことを計画します。 
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（１）特定健康診査の実施率目標と対象者数 

 毎年度、特定健康診査実施者数を一定数以上着実に増加させることにより、基本指針で示され

た目標値である平成 35 年度の特定健康診査受診率 65％を達成する目標を設定しています。 

区分 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

被
保
険
者 

対象者数 38,995 人 38,375 人 37,727 人 37,053 人 36,403 人 35,744 人 

実施率 

実施者数 

68％ 

26,517 人 

71％ 

27,246 人 

74％ 

27,918 人 

77％ 

28,531 人 

80％ 

29,122 人 

82％ 

29,310 人 

 

生活習慣病予防健診 
40％ 

15,598 人 

42％ 

16,117 人 

44％ 

16,599 人 

46％ 

17,044 人 

48％ 

17,473 人 

50％ 

17,872 人 

船員手帳健康証明書 

データ取得 

28％ 

10,919 人 

29％ 

11,128 人 

30％ 

11,319 人 

31％ 

11,487 人 

32％ 

11,649 人 

32％ 

11,438 人 

被
扶
養
者 

対象者数 23,723 人 23,160 人 22,548 人 21,918 人 21,298 人 20,652 人 

実施率 

実施者数 

20％ 

4,745 人 

23％ 

5,327 人 

26％ 

5,862 人 

29％ 

6,356 人 

32％ 

6,815 人 

35％ 

7,228 人 

合
計 

対象者数 62,718 人 61,535 人 60,275 人 58,971 人 57,701 人 56,396 人 

実施率 

実施者数 

50％ 

31,261 人 

53％ 

32,573 人 

56％ 

33,780 人 

59％ 

34,887 人 

62％ 

35,938 人 

65％ 

36,538 人 

（２）特定保健指導の実施率目標と対象者数 

 第三期特定健康診査等実施期間中における特定保健指導の運用の見直しを踏まえ、毎年度、特

定保健指導実施者数を前年度数以上着実に増加させることにより、基本指針で示された目標値で

ある平成 35 年度の特定保健指導実施率 30％を達成する目標を設定しています。 

区分 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

被
保
険
者 

対象者数 9,850 人 9,990 人 10,215 人 10,417 人 10,612 人 10,601 人 

実施率 

実施者数 

18％ 

1,773 人 

20％ 

1,998 人 

22％ 

2,247 人 

25％ 

2,604 人 

28％ 

2,971 人 

31％ 

3,286 人 

被
扶
養
者 

対象者数 503 人 564 人 621 人 673 人 722 人 766 人 

実施率 

実施者数 

12％ 

60 人 

14％ 

79 人 

16％ 

99 人 

18％ 

121 人 

20％ 

144 人 

22％ 

169 人 

合
計 

対象者数 10,353 人 10,554 人 10,836 人 11,090 人 11,334 人 11,367 人 

実施率 

実施者数 

18％ 

1,833 人 

20％ 

2,077 人 

22％ 

2,347 人 

25％ 

2,725 人 

27％ 

3,116 人 

30％ 

3,455 人 

・対象者数は年度末現在の見込み数値である。 

・実施者数については費用請求ベースであり、年度内の喪失者等も含まれているため国が集計す

る実施者数とは相違する。 

・特定保健指導は各年度内に実績評価まで終えた者の数値である。 
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第２章 実施方法について 

 

１．基本事項について 

（１）実施場所 

①特定健康診査 

ア．被保険者 

 一般財団法人船員保険会（以下「船保会」という。）が運営する健康管理センター、船

保会が契約した健診機関において実施します。また、健診機関の施設で行う場合のほか、

船舶所有者及び漁協等への巡回健診（健診バスによる健診）等により生活習慣病予防健

診を実施します。 

イ．被扶養者 

 全国健康保険協会が集合契約を締結している健診実施機関で特定健康診査を実施しま

す。また、船保会が運営する健康管理センター、船保会が契約をした健診機関や巡回健

診等により生活習慣病予防健診を実施します。 

 

②特定保健指導 

ア．被保険者 

 健診を受診した被保険者が所属する船舶所有者や巡回健診等を実施する地域に保健師

等を派遣し、船舶所有者等の協力を得て特定保健指導を実施します。また、生活習慣病

予防健診の契約機関のうち船保会と特定保健指導の実施に係る委託契約を締結している

健診実施機関においても特定保健指導を実施します。 

イ．被扶養者 

 全国健康保険協会が集合契約を締結している特定保健指導実施機関で実施します。ま

た、船保会、保健指導実施事業者及び生活習慣病予防健診の契約機関のうち船保会と特

定保健指導の実施に係る委託契約を締結している健診実施機関においても特定保健指導

を実施します。 

 

（２）実施項目 

①特定健康診査 

ア．被保険者 

40 歳以上 74 歳までの特定健康診査の実施が義務づけられている被保険者に対し、特定

健康診査の法定項目を含んだ生活習慣病予防健診（一般健診、巡回健診及び総合健診を

いう。以下同じ。）を実施します。 

生活習慣病予防健診では、がんの発生原因が喫煙習慣などの不摂生な生活習慣の積み

重ねや生活習慣病に起因することがあること、また、医療保険者に対して、国からがん

対策や肝炎対策等において協力を求められていることから、被保険者に対し以下の検査
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も実施しています。 

a）胃部・胸部レントゲン検査、大腸がん検査 

b）乳がん・子宮頸がん・前立腺がん検査 

c）肝炎ウイルス検査  

イ．被扶養者 

40 歳以上 74 歳までの被扶養者に対し、以下の２種類の健診を実施します。該当の被扶

養者は、いずれか 1つを選択して受診することができることとします。 

ａ）特定健康診査（法定項目のみ実施します。） 

ｂ）被保険者と同様の生活習慣病予防健診（上記ア a）b）c）のがん検査項目を含む） 

  ウ．情報提供 

    被保険者、被扶養者ともに、健診受診者に対し健診実施機関が「健診結果の見方」等の

情報を提供します。 

 

②特定保健指導 

被保険者・被扶養者ともに健診結果に基づく支援レベルごとに以下の方法により特定保健

指導を実施します。 

ａ）動機付け支援：保健師等による初回面談（20 分以上）（グループ支援の場合はおお

むね 80 分以上）を実施し、行動計画を立てます。３ヶ月以上経過後に電話等により、

行動目標の取り組み状況、生活習慣の改善状況、腹囲及び体重、血圧の変化などに

より評価を行います。 

ｂ）積極的支援：動機付け支援と同様に初回面談を行った後に、保健師等の電話やメ

ール等による３ヶ月以上の継続的支援を実施し、３ヶ月以上経過後に動機付け支援

と同様に実績評価を行います。なお、継続的支援は、電話やメールを中心とした支

援方法を基本とします。 

c）動機付け支援相当：2年連続で積極的支援に該当することとなった者に対し動機付

け支援と同様の方法で初回面談を実施し行動計画を立てます。３ヶ月以上経過後に

電話等により評価を行います。 

 

（３）実施時期又は期間 

①特定健康診査 

被保険者・被扶養者ともに年度当初に対象者あてに受診券を送付するとともに、年間を通

じ受診の受付を行い、年度内であれば１人につき年１回の健診を実施します。 

 

②特定保健指導 

被保険者・被扶養者ともに階層化後に「特定保健指導利用券」を交付し、年間を通じて実

施します。 
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なお、実績評価や継続的支援が年度を跨ぐ場合は、年度末で保健指導を終了せず、実績評

価時まで継続して実施します。また、初回面談が健診実施年度の翌年度になる場合も特定保

健指導を実施します。 

 

（４）外部委託契約形態 

①特定健康診査 

ア．被保険者 

 全国健康保険協会が船保会に対して生活習慣病予防健診等事業の運営を委託する契約

を締結します。船保会は、直営の健診実施機関において健診を実施する（巡回健診を含

む。）ほか、生活習慣病予防健診の実施基準を満たし健診の実施に係る委託契約を締結し

ている健診実施機関においても健診を実施します。 

イ．被扶養者 

 船保会が被保険者と同様の契約をするとともに全国健康保険協会が集合契約を締結し

ます。 

 

②特定保健指導 

ア．被保険者 

 全国健康保険協会と船保会との間で保健指導の実施に係る委託契約を締結し、船保会

及び保健指導実施事業者は健診受診者が就業する船舶所有者等に保健師等を派遣し、保

健指導を実施します。さらに、生活習慣病予防健診の契約機関のうち船保会と特定保健

指導の実施に係る委託契約を締結している健診実施機関においても特定保健指導を実施

します。 

イ．被扶養者 

 全国健康保険協会が集合契約を締結します。なお、船保会、保健指導実施事業者及び

生活習慣病予防健診の契約機関のうち船保会と特定保健指導の実施に係る委託契約を締

結している健診実施機関においても特定保健指導を実施します。 

 

（５）外部委託の選定にあたっての考え方 

①特定健康診査 

 厚生労働省告示第 92 号（平成 25 年 4 月 1日）「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関

する基準第 16 条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」において定められている「特

定健康診査の外部委託に関する基準」を満たしている特定健康診査実施機関を選定します。 

 なお、がん検診等を含めた生活習慣病予防健診を実施する場合は「船員保険生活習慣病予

防健診事務処理要領」において定める「健診実施機関の選定基準」を満たしている契約健診

機関を選定します。 
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②特定保健指導 

厚生労働省告示第 92 号（平成 25 年 4 月 1日）「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関

する基準第 16 条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」において定められている「特

定保健指導の外部委託に関する基準」を満たしている特定保健指導機関を選定します。 

また、健診当日に検査結果データが出揃わない場合でも初回面談を実施できることから、

生活習慣病予防健診と一体的に実施できるよう生活習慣病予防健診機関との契約を進めます。 

 

（６）周知や案内の方法 

①周知方法 

ア．被保険者 

船舶所有者へ検査項目、健診単価、自己負担額、契約健診実施機関名、受診方法及び

特定保健指導の実施方法等を記載したパンフレットを配布することで周知します。 

  イ．被扶養者 

４月上旬に住所地（被保険者の登録住所）に検査項目、健診単価、自己負担額、契約

健診実施機関名、受診方法及び特定保健指導の実施方法等を記載したパンフレットを直

接送付することにより周知します。  

  ウ．共通 

    ホームページや関係団体等の広報誌への掲載により周知します。 

 

②特定健康診査の受診案内の方法 

ア．被保険者 

ａ）船舶所有者へ４月上旬にパンフレットを送付する際、健診受診対象者名等を記載し

た「生活習慣病予防健診受診券」を併せて送付します。 

ｂ）未受診者のいる船舶所有者へ文書による勧奨を実施します。併せて未受診者の自宅

へ直接文書による勧奨を実施します。 

イ．被扶養者 

ａ）被扶養者の自宅（被保険者の登録住所）へ４月上旬にパンフレットを送付する際、

健診受診対象者名を記載した「特定健康診査受診券（セット券）」を併せて送付します。 

ｂ）未受診者の自宅（被保険者の登録住所）へ直接文書による勧奨を実施します。 

ｃ）集団健診を実施する場合は、開催日時や開催場所等について記載した受診案内等を

送付します。 

  

③特定保健指導の利用案内の方法 

特定保健指導の対象となった者の住所地（被扶養者の場合は被保険者の登録住所）に、利

用券と特定保健指導実施機関の一覧を直接送付します。なお、生活習慣病予防健診を受診し

た者について、同一機関において特定保健指導を受けようとする者については、利用券は不
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要とします。 

 

（７）船員手帳健康証明書等の健診結果データ収集方法 

①受領方法 

特定健康診査の健診結果を含む船員手帳健康証明書の健診結果データの受領方法について

は、以下の方法で実施します。 

ア．船舶所有者からの提供 

受診勧奨時等に船舶所有者へ船員手帳健康証明書の健診結果データを提供していた

だくよう文書等により依頼することにより、船舶所有者を経由してご提供いただきま

す。なお、特定健康診査対象者の健診結果データを保険者に提供することについて、

本人の同意を得たうえでご提供いただきます。 

イ．被保険者からの提供 

受診勧奨時に被保険者の住所地へ直接、船員手帳健康証明書の健診結果データを提

供していただくよう文書等により依頼することによりご提供いただきます。 

 

②受領するデータの形態 

船員手帳健康証明書の健診結果データについては船員健康証明書の写しによる提供を基本

とします。 

 

２．集合契約について 

（１）集合契約Ａ 

全国健康保険協会本部が全国団体である、日本人間ドック学会（日本病院会）、日本総合健

診医学会、全日本病院会、予防医学事業中央会、結核予防会、全国労働衛生団体連合会と集

合契約を締結します。 

（２）集合契約Ｂ 

 被用者保険グループと地域医師会等と被用者保険の被扶養者に対する特定健康診査等を実

施する集合契約を締結します。なお、特定健康診査、特定保健指導を委託し、特定健康診査

当日の特定保健指導の初回面談は委託しません。全国健康保険協会船員保険部においては、

全国 47 都道府県の集合契約に参加することとし、他保険者等の代表保険者に対し、全国健康

保険協会理事長からの委任状を提出します。 

 

３．受診券（セット券）及び利用券について 

（１）被保険者にかかる様式 

①発券形態 

被保険者については、個別契約の健診実施機関において健診を実施するため独自の様式を

作成し使用します。 
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②印字事項 

以下の項目について、券面に印字します。 

ア．受診券 

 有効期限、受診券整理番号、被保険者の氏名（カタカナ）、性別、生年月日、被保険

者証の記号及び番号、保険者番号、委託機関名、公印（印影）、交付年月日、その他必

要なコメント等。 

 

イ．利用券 

 有効期限、利用券整理番号、被保険者証の記号及び番号、保険者番号、被保険者の

氏名、性別、生年月日、特定保健指導区分、委託機関名、公印（印影）、交付年月日、

その他必要なコメント等。 

 

（２）被扶養者にかかる様式 

①発券形態 

被扶養者については集合契約を活用するため、受診券及び利用券ともに集合契約におけ

る標準的な様式を作成し使用します。 

 

②印字事項 

以下の項目について、券面に印字します。 

ア．受診券（セット券） 

 交付年月日、受診券整理番号、被保険者証の記号及び番号並びに被扶養者番号、受

診者の氏名（カタカナ）、性別、生年月日、有効期限、健診内容（特定健康診査・その

他・（生活習慣病予防健診・総合健診）、（当日保健指導））、保険者負担上限額（特定健

診基本部分・特定健診詳細部分、その他（生活習慣病予防健診）・その他（総合健診）、

その他（保健指導・積極的支援）、その他（保健指導・動機付け支援））、保険者所在地、

保険者電話番号、保険者番号・名称、契約取りまとめ機関名、支払代行機関番号、支

払代行機関名、公印（印影）、その他必要なコメント等。 

 

イ．利用券 

 交付年月日、利用券整理番号、特定健診受診券整理番号、被保険者証の記号及び番

号並びに被扶養者番号、受診者の氏名（カタカナ）、性別、生年月日、有効期限、特定

保健指導区分、保険者負担上限額、保険者所在地、保険者電話番号、保険者番号・名

称、契約取りまとめ機関名、支払代行機関番号、支払代行機関名、公印（印影）、その

他必要なコメント等。 
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（３）交付時期 

①被保険者受診券及び被扶養者受診券（セット券） 

年度当初の受診案内時及び加入者からの申請書に基づき随時交付します。 

②利用券 

生活習慣病予防健診及び特定健康診査結果の階層化処理に基づき随時交付します。 

 

４．代行機関について 

（１）利用予定の代行機関 

①生活習慣病予防健診及び集合契約以外の特定保健指導 

被保険者及び被扶養者が受診する生活習慣病予防健診及び集合契約以外の特定保健指導

は個別に契約を締結するため、代行機関は利用しません。 

②集合契約による特定健康診査及び特定保健指導 

集合契約への参加条件として代行機関を利用することとしているため、特定健康診査及

び特定保健指導ともに代行機関として社会保険診療報酬支払基金を利用します。 

 

５．特定保健指導対象者の重点化について 

 特定健康診査等の結果に基づく階層化後の特定保健指導（動機付け支援対象者、動機付け支

援相当及び積極的支援対象者）は、限られた保険料財源の中で効果的に実施する必要がある

ため、年齢、健診結果等を勘案し、必要に応じ優先順位を考慮して利用勧奨を行い、特定保

健指導を実施します。 

 

６．標準的な作業スケジュール概要 

（１）主な年間スケジュール 

月 年間作業スケジュール 契約作業スケジュール 

４月 

 

５月 

６月 

 

 

７月 

９月 

11 月 

12 月 

1 月 

 

・当年度受診案内（パンフレット）の発送 

・受診券の発送 

 

・前年度事業結果の検証・評価 

・船員手帳健康証明書健診結果データの提供

依頼 

・前年度事業報告書の作成 

・健診未受診者への勧奨 

・前年度特定健診等結果の登録(支払基金) 

・翌年度事業計画の検討 

・特定健診等実施計画の見直し準備 

・事業計画の策定 

・生活習慣病予防健診委託契約の締結 

・集合健診の締結 

・代行機関契約の締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※以下は、主に次年度に向けての作業） 
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２月 

 

 

３月 

・受診券・利用券等の調達準備 

・発送等役務の調達準備 

・特定健診等実施計画の見直し 

・翌年度事業計画の決定 

 

・集合契約の締結の準備 

・代行機関契約の締結の準備 

・生活習慣病予防健診実施機関契約の準備 

注）スケジュールは標準的なものであり、必要に応じ関係者間で日程調整を行うことができる。 

 

（２）主な月間スケジュール 

日 生活習慣病予防健診関連 特定健診等(集合契約)関連 

10 日 

15 日 

20 日 

25 日 

30 日 

・前々月分健診費用の支払い（協会→船保会） 

・前月分健診費用等の請求（健診実施機関→船

保会） 

・前月分健診費用等の請求（船保会→協会） 

・前々月分健診費用の請求（基金→協会） 

 

・前々月分健診費用の支払い（協会→基金） 

・前月分健診結果データの受付（基金→協会） 

・前月分返戻データの作成・送付（協会→基金） 

注）支払決済・支払日が営業日以外の場合等は、関係者間で日程調整を行う。 

 

 

第３章 個人情報の保護について 

 

１．記録の保存方法 

①保存方法 

被保険者及び被扶養者の特定健康診査及び特定保健指導結果データ（以下「結果デー

タ」という。）を船保会において管理・保存します。 

   ②保存年限 

結果データについては 10 年分を保存対象とします。なお、10 年を経過した結果データ

については、今後検討します。 

 

２．管理体制 

特定健康診査結果等を収録しているサーバー及び記録媒体は、入退室管理システムが設置

されている電算管理室において保管します。 

  データ管理責任者については、下記４の記録管理ルールに基づき、船保会において個人情報

保護管理規定を定め統括管理責任者（本部施設事業部長）、部署管理者（本部健康管理センタ

ー課長、情報センター情報企画課長）を置くこととします。 

 

３．アクセス権限の設定 

端末から特定健康診査結果等を閲覧可能な者を限定するため、指紋認証システム等による

アクセス権限を設定します。 
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４．記録管理ルール 

健診及び特定保健指導実施機関等が受託業務の遂行上知り得た個人情報の取扱いについて

は、関係法令を遵守するとともに「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイドライン」に沿って取扱うよう規定する実施要綱を作成し、当該実施要綱に基

づき健診事業を実施するよう契約書に規定しています。 

また、「全国健康保険協会個人情報管理規程」において全国健康保険協会が保有する個人情

報の適正な管理を図るための必要な措置について定めています。この規程に基づき、全国健

康保険協会が船保会に委託する生活習慣病予防健診に関する事業等における健診申込書、健

診結果、事後指導結果、健診結果データ、事後指導データ及び船員保険加入記録等の個人情

報を適切に取扱うための船保会が講ずる必要な措置について定め、個人情報の漏洩、滅失及

び毀損等を防止し、適正な管理を図るため「船員保険の生活習慣病予防健診に関する事業に

係る個人情報取扱要綱」を作成しています。 

 

第４章 特定健康診査等実施計画の公表・周知について 

 

１．公表方法 

全国健康保険協会のホームページに掲載し周知を図ります。 

 

２．特定健康診査等の普及啓発 

特定健康診査等の普及啓発に関する広報等については船舶所有者や海事関係団体と共同し

た実施や、船員・船舶所有者向けの各種広報誌を活用するなど効果的な実施を図ります。 

 

第５章 特定健康診査等実施計画の評価・見直しについて 

 

１．目標達成状況の評価方法 

特定健康診査・特定保健指導の実施率について、前年度の特定健康診査及び特定保健指導

の結果データから、被保険者・被扶養者別、保健指導の支援形態別等の実績評価を行います。 

 

２．評価時期 

毎年度の国への報告データを生成する過程において、前年度実績との比較・検証を行い、

翌年度の事業計画策定等に反映させます。 

 

３．計画の見直し 

平成 32 年において、対象者数の推移及びそれまでの実績や取り組み状況を勘案し、必要に

応じて平成 33 年度以降の実施計画の見直しを行います。 
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（参考） 

第二期特定健診診査の実績 

 

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

被
保
険
者 

対象者数 30,341 人 30,047 人 29,942 人 29,767 人 

実施率 

実施者数 

57.0％ 

17,307 人 

62.2％ 

18,700 人 

65.7％ 

19,684 人 

67.7％ 

20,152 人 

 

生活習慣病予防健診 
36.7％ 

11,126 人 

37.3％ 

11,219 人 

38.0％ 

11,370 人 

39.2％ 

11,655 人 

船員手帳健康証明書   

データ取得 

21.1％ 

6,181 人 

25.6％ 

7,481 人 

28.6％ 

8,314 人 

29.3％ 

8,497 人 

被
扶
養
者 

対象者数 19,826 人 19,340 人 19,006 人 18,347 人 

実施率 

実施者数 

14.8％ 

2,929 人 

16.0％ 

3,089 人 

17.4％ 

3,312 人 

18.2％ 

3,332 人 

合
計 

対象者数 50,167 人 49,387 人 48,948 人 48,114 人 

実施率 

実施者数 

40.3％ 

20,236 人 

44.1％ 

21,789 人 

47.0％ 

22,996 人 

48.8％ 

23,484 人 

 

第二期特定保健指導の実績 

 

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

被
保
険
者 

対象者数 6,587 人 7,271 人 7,842 人 8,211 人 

実施率 

実施者数 

7.0％ 

462 人 

5.6％ 

410 人 

10.6％ 

831 人 

9.6％ 

787 人 

被
扶
養
者 

対象者数 311 人 338 人 335 人 369 人 

実施率 

実施者数 

10.9％ 

34 人 

13.6％ 

46 人 

11.3％ 

38 人 

16.0％ 

59 人 

合
計 

対象者数 6,898 人 7,609 人 8,177 人 8,580 人 

実施率 

実施者数 

7.2％ 

496 人 

6.0％ 

456 人 

10.6％ 

869 人 

9.9％ 

846 人 

・対象者数は年度末現在の見込み数値である。 

・実施者数については費用請求ベースであり、年度内の喪失者等もふくまれているため国が集計

する実施者数とは相違する。 

・特定保健指導は各年度内に６ケ月評価まで終えた者の数値である。 
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